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亀岡市防災会議条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 本市の防災及び減災対策の充実を図ること

を目的とし、幅広い分野から意見を聴取する

ため、亀岡市防災会議の委員を拡充し、その

定数を増やすこととした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を

定める政令の一部改正に伴い、非常勤消防団

員等に対する損害補償の補償基礎額について、

非常勤消防団員等に扶養親族がある場合にお

ける加算額及び加算対象の区分を改正するこ

ととした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、公布の日から施行し、平成 

２９年４月１日から適用することとした。 

 

 

 

亀岡市新火葬場整備検討審議会条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 新火葬場の整備構想等について検討するに
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あたり、社会環境の変化を踏まえ、より広く

市民から意見を取り入れるため、亀岡市新火

葬場整備検討審議会の委員を拡充し、その定

数を増やすこととした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市地区計画区域内における建

築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１ 建築基準法の規定に基づき、適正な都市機

能と健全な都市環境を確保するため、亀岡駅

北地区地区整備計画区域内における建築物の

制限に関し、必要な事項を定めることとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市地域公共交通会議条例要綱 

 

１ 地域住民の生活に必要なバス等の旅客運送

の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域

の実情に即した輸送サービスの実現に必要と

なる事項等について協議するため、市長の附

属機関として、亀岡市地域公共交通会議を設

置することとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

亀岡市上下水道事業経営審議会条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市上下水道事業経営審議会（以下「審

議会」という。）の調査及び審議の対象とす

る事業に、地域下水道事業を加えることとし

た。 

 

２ 審議会の委員を、１５人以内とすることと

した。 

 

３ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

４ この条例は、公布の日から施行すること。 
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条 例 
 

 亀岡市防災会議条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１８号 

 

亀岡市防災会議条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市防災会議条例（昭和３８年亀岡市条例

第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第５項に次の１号を加える。 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に

必要と認める者 

 第３条第６項中「３５人」を「４０人」に改

め、同条第７項中「及び第７号」を「、第７号

及び第８号」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１９号 

 

亀岡市消防団員等公務災害補償条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市消防団員等公務災害補償条例（昭和 

４１年亀岡市条例第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第５条第２項第１号中「にあっては」を「に

は」に、「によって」を「により」に改め、同

項第２号中「にあっては」を「には」に改め、

同条第３項中「によって」を「により」に、

「４３３円」を「３３３円」に改め、「第２

号」の次に「に該当する扶養親族については一

人につき２６７円（非常勤消防団員等に第１号

に該当する者がない場合には、そのうち１人に

ついては３３３円）を、第３号」を加え、「第

５号」を「第６号」に、「掲げる者」を「該当

する者及び第２号に該当する扶養親族」に、

「にあっては」を「には」に、「３６７円」を

「３００円」に改め、同項第２号中「及び孫」

を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を

第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。 

⑶ ２２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある孫 

 第５条第４項中「満１５歳」を「１５歳」に、

「満２２歳」を「２２歳」に改め、「以下」の

次に「この項において」を加える。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成 

２９年４月１日から適用する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の亀岡市消防団員等

公務災害補償条例（次項において「新条例」

という。）第５条第３項の規定は、この条例

の施行の日（以下この項及び次項において

「施行日」という。）以後に支給すべき事由

の生じた亀岡市消防団員等公務災害補償条例

同条第１項に規定する損害補償（以下「損害

補償」という。）及び施行日前に支給すべき

事由の生じた施行日以後の期間に係る同条例

第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条

第４号アに規定する障害補償年金及び同条第

６号アに規定する遺族補償年金（以下この項

において「傷病補償年金等」という。）につ

いて適用し、施行日前に支給すべき事由の生

じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及

び施行日前に支給すべき事由の生じた施行日

前の期間に係る傷病補償年金等については、

なお従前の例による。 

３ 改正前の亀岡市消防団員等公務災害補償条

例（以下「旧条例」という。）第５条第３項

の規定に基づき、平成２９年４月１日からこ

の条例の施行日の前日までの間に、非常勤消

防団員等の扶養親族のうち、２２歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの間にある子

について加算された補償基礎額により支給さ

れた旧条例の規定に基づく損害補償は、新条

例による損害補償の内払とみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市新火葬場整備検討審議会条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２０号 

 

亀岡市新火葬場整備検討審議会条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市新火葬場整備検討審議会条例（平成 

２６年亀岡市条例第３５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第３条第１項中「２０人」を「２５人」に改

める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市地区計画区域内における建築物の制限

に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２１号 

 

亀岡市地区計画区域内における建

築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例 
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 亀岡市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（昭和６２年亀岡市条例第２２号）の

一部を次のように改正する。 

 

 別表第１に次のように加える。 

亀岡駅北地区地区

整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示され

た南丹都市計画亀岡駅北地区地区計画の区域のう

ち、地区整備計画が定められた区域 

 

 別表第２に次のように加える。 

亀岡駅北地
区地区整備
計画区域 

住宅ゾーン
① 

次の各号に掲げる建築物以外
の建築物 

⑴  専用住宅（法別表第
2(い)項第1号に規定する
「住宅」をいう。ただし、
3戸建て以上の長屋を除
く。） 

⑵ 住宅で令第130条の3第6
号に規定する学習塾、華道
教室、囲碁教室その他これ
らに類する施設及び第7号
に規定するアトリエ又は工
房の用途に供する部分の床
面積の合計が、延べ面積の
2分の1未満、かつ、50平方
メートル以内のものを兼ね
るもの（3戸建て以上の長
屋を除く。） 

⑶ 幼稚園 
⑷ 診療所 
⑸ 図書館 
⑹ 巡査派出所、公衆電話所
その他これらに類する令第
130条の4に規定する公益上
必要な建築物 

⑺ 神社、寺院、教会その他
これらに類するもの 

⑻ 老人ホーム、保育所、身
体障害者福祉ホームその他
これらに類するもの 

⑼ 地区集会所その他これら
に類するもの 

⑽ 前各号の建築物に附属す
るもの（令第130条の5に規
定するものを除く。） 

100平方メー
トル 
ただし、地

区集会所その
他これらに類
するものに該
当する建築物
の敷地につい
ては、適用し
ない。 

9メートル 0.75メートル 
ただし、敷地

境界線のうち次
の各号に掲げる
敷地境界線から
建築物の外壁等
の面までの距離
の最低限度は、
それぞれ当該各
号に掲げる数値
とする。 
⑴ 敷地（道
路に接する
敷地境界線
の長さが敷
地境界線の
全長の3分
の1を超え
る敷地を除
く。）の前
面道路の反
対側の敷地
境界線 
1メートル

⑵ 計画図に
表示する道
路幅員が6
メートルを
超える袋小
路に用いる
転回広場に
接する道路
境界線 

 0.5メート
ル 

 

住宅ゾーン
② 

次の各号に掲げる建築物以外
の建築物 

⑴  専用住宅（法別表第
2(い)項第1号に規定する
「住宅」をいう。） 

⑵ 住宅で令第130条の3第6
号に規定する学習塾、華道
教室、囲碁教室その他これ
らに類する施設及び第7号
に規定するアトリエ又は工
房の用途に供する部分の床

100平方メー
トル 
ただし、地

区集会所その
他これらに類
するものに該
当する建築物
の敷地につい
ては、適用し
ない。 

 1メートル 
ただし、敷地

境界線のうち道
路境界線（道路
の隅切部分を除
く。）に限る。
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 面積の合計が、延べ面積の
2分の1未満、かつ、50平方
メートル以内のものを兼ね
るもの 

⑶ 共同住宅、寄宿舎又は下
宿 

⑷ 店舗、飲食店その他これ
らに類する令第130条の5の
3に規定する用途に供する
部分の床面積の合計が
3,000平方メートル以内の
もの 

⑸ 事務所でその用途の床面
積の合計が1,500平方メー
トル以内のもの 

⑹ 幼稚園 
⑺ 診療所 
⑻ 図書館 
⑼ 巡査派出所、公衆電話所
その他これらに類する令第
130条の4に規定する公益上
必要な建築物 

⑽ 神社、寺院、教会その他
これらに類するもの 

⑾ 老人ホーム、保育所、身
体障害者福祉ホームその他
これらに類するもの 

⑿ 大学、高等専門学校、専
修学校その他これらに類す
るもの 

⒀ 病院 
⒁ 老人福祉センター、児童
厚生施設その他これらに類
するもの 

⒂ 自動車教習所で床面積の
合計が3,000平方メートル
以内のもの 

⒃ 自動車車庫で床面積の合
計が300平方メートル以内
のもの 

⒄ 住宅で令第130条の5の2
第4号に規定する自家販売
のために食品製造業を営む
パン屋、米屋、豆腐屋、菓
子屋その他これらに類する
もので作業場の床面積の合
計が50平方メートル以内の
もの（原動機を使用する場
合にあっては、その出力の
合計が0.75キロワット以下
のものに限る。） 

⒅ 地区集会所その他これら
に類するもの 

⒆ 前各号の建築物に附属す
るもの（令第130条の5の5
に規定するものを除く。）

   

 

商業ゾーン
① 

次の各号に掲げる建築物 
⑴ マージャン屋、ぱちんこ
屋、射的場、勝馬投票券発
売所、場外車券売場その他
これらに類するもの 

500平方メー
トル 
ただし、次

の各号のいず
れかに該当す
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 ⑵ 法別表第2(ち)項第2号か
ら第3号に規定するもの 

⑶ 自動車教習所 
⑷ 倉庫業を営む倉庫 
⑸ 令第130条の7に規定する
規模の畜舎（犬、猫、小鳥
等の小動物を飼育・展示・
販売しているペットショッ
プ、ペット美容院、ペット
ホテル、動物病院・診療所
その他これらに類するもの
で畜舎の用途に供するもの
を除く。） 

⑹ 法別表第2(と)項第3号に
規定する事業を営む工場 

⑺ 風俗営業等の規制及び業
務の適正化等に関する法律
第2条第9項に規定する店舗
型電話異性紹介営業の用途
に供する建築物 

⑻ 葬儀場（日本標準産業分
類による葬儀業に供する建
築物をいう。） 

⑼ 犬、猫その他人に飼育さ
れていた動物の死体を焼却
する設備を有する施設、動
物の死体を埋葬し、若しく
は焼骨を埋蔵する施設、動
物の焼骨を収蔵する施設又
はこれらを併せ有する施設
（専ら自己の利用に供する
目的で設置するものを除
く。） 

⑽ 廃棄物の処理及び清掃に
関する法律第2条第1項に規
定する「廃棄物」の分別、
保管、収集、運搬、再生、
処分等の処理の用途に供す
る建築物及び工作物（工場
その他の建築物に附属する
もので、専ら当該建築敷地
内の施設において生じた廃
棄物の処理を行うものを除
く。） 

る建築物の敷
地 に つ い て
は、適用しな
い。 
⑴ 地区集
会所その
他これら
に類する
もの 

⑵ 公共用
歩廊及び
令 第 145
条 第 2 項
及 び 第 3
項で定め
る建築物
で特定行
政庁が安
全上、防
火上及び
衛生上他
の建築物
の利便を
妨げ、そ
の他周囲
の環境を
害するお
それがな
いと認め
て許可し
たもの 

  

 

商業ゾーン
② 

次の各号に掲げる建築物 
⑴ マージャン屋、ぱちんこ
屋、射的場、勝馬投票券発
売所、場外車券売場その他
これらに類するもの 

⑵ 法別表第2(ち)項第2号か
ら第3号に規定するもの 

⑶ 令第130条の7に規定する
規模の畜舎（犬、猫、小鳥
等の小動物を飼育・展示・
販売しているペットショッ
プ、ペット美容院、ペット
ホテル、動物病院・診療所
その他これらに類するもの
で畜舎の用途に供するもの
を除く。） 

100平方メー
トル 
ただし、地

区集会所その
他これらに類
するものに該
当する建築物
の敷地につい
ては、適用し
ない。 
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 ⑷ 風俗営業等の規制及び業
務の適正化等に関する法律
第2条第9項に規定する店舗
型電話異性紹介営業の用途
に供する建築物 

⑸ 葬儀場（日本標準産業分
類による葬儀業に供する建
築物をいう。） 

⑹ 犬、猫その他人に飼育さ
れていた動物の死体を焼却
する設備を有する施設、動
物の死体を埋葬し、若しく
は焼骨を埋蔵する施設、動
物の焼骨を収蔵する施設又
はこれらを併せ有する施設
（専ら自己の利用に供する
目的で設置するものを除
く。） 

⑺ 廃棄物の処理及び清掃に
関する法律第2条第1項に規
定する「廃棄物」の分別、
保管、収集、運搬、再生、
処分等の処理の用途に供す
る建築物及び工作物（工場
その他の建築物に附属する
もので、専ら当該建築敷地
内の施設において生じた廃
棄物の処理を行うものを除
く。） 

   

 

商業ゾーン
③ 

次の各号に掲げる建築物 
⑴ マージャン屋、ぱちんこ
屋、射的場、勝馬投票券発
売所、場外車券売場その他
これらに類するもの 

⑵ 法別表第2(ち)項第2号か
ら第3号に規定するもの 

⑶ 自動車教習所 
⑷ 倉庫業を営む倉庫 
⑸ 令第130条の7に規定する
規模の畜舎（犬、猫、小鳥
等の小動物を飼育・展示・
販売しているペットショッ
プ、ペット美容院、ペット
ホテル、動物病院・診療所
その他これらに類するもの
で畜舎の用途に供するもの
を除く。） 

⑹ 法別表第2(と)項第3号に
規定する事業を営む工場 

⑺ 風俗営業等の規制及び業
務の適正化等に関する法律
第2条第9項に規定する店舗
型電話異性紹介営業の用途
に供する建築物 

⑻ 葬儀場（日本標準産業分
類による葬儀業に供する建
築物をいう。） 

⑼ 犬、猫その他人に飼育さ
れていた動物の死体を焼却
する設備を有する施設、動

500平方メー
トル 
ただし、公

共用歩廊及び
令第145条第2
項及び第3項
で定める建築
物で特定行政
庁が安全上、
防火上及び衛
生上他の建築
物の利便を妨
げ、その他周
囲の環境を害
するおそれが
ないと認めて
許可したもの
に該当する建
築物の敷地に
ついては、適
用しない。 
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 物の死体を埋葬し、若しく
は焼骨を埋蔵する施設、動
物の焼骨を収蔵する施設又
はこれらを併せ有する施設
（専ら自己の利用に供する
目的で設置するものを除
く。） 

⑽ 廃棄物の処理及び清掃に
関する法律第2条第1項に規
定する「廃棄物」の分別、
保管、収集、運搬、再生、
処分等の処理の用途に供す
る建築物及び工作物（工場
その他の建築物に附属する
もので、専ら当該建築敷地
内の施設において生じた廃
棄物の処理を行うものを除
く。） 

   

 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市地域公共交通会議条例をここに公布す

る。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２２号 

 

亀岡市地域公共交通会議条例 

 

 （設置） 

第１条 道路運送法（昭和２６年法律第１８３

号）の規定に基づき、地域における需要に応

じた住民の生活に必要なバス等の旅客運送の

確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の

実情に即した輸送サービスの実現に必要とな

る事項を協議するため、亀岡市地域公共交通

会議（以下「交通会議」という。）を設置す

る。 

 （協議事項） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項について

協議する。 

⑴ 地域の実情に即した適切な乗合旅客運送

の形態及び運賃、料金等に関する事項 

⑵ 公共交通計画の策定並びに事業の実施及

び変更の協議に関する事項 

⑶ 交通会議の運営方法その他交通会議が必

要と認める事項 

 （組織） 

第３条 交通会議は、委員２０人以内をもって

組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者又は組織を代表する

者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

⑴ 一般旅客自動車運送事業者 

⑵ 地域住民の代表 

⑶ 利用者の代表 

⑷ 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動

車の運転者が組織する団体 

⑸ 近畿運輸局京都運輸支局 

⑹ 京都府南丹土木事務所 

⑺ 亀岡警察署 

⑻ 市長が指名する職員 

⑼ 学識経験を有する者その他の交通会議の

運営上必要と認められる者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第４条 交通会議に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員のうちから市長が

指名する委員をもって充てる。 

３ 会長は、交通会議を代表し、会務を総括す

る。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があ

るときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 交通会議は、会長が招集し、会長が議

長となる。 

２ 交通会議は、委員の過半数が出席しなけれ

ば開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、交通

会議に委員以外の者の出席を求め、意見若し

くは説明を聴き、又は資料の提出を求めるこ

とができる。 

 （協議結果の取扱い） 

第６条 交通会議において協議が調った事項に

ついて、関係者はその結果を尊重し、当該事

項の誠実な実施に努めるものとする。 

 （庶務） 

第７条 交通会議の庶務は、まちづくり推進部

において行う。 

 （その他） 

第８条 この条例に定めるもののほか、交通会
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議の運営等に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道事業経営審議会条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２３号 

 

亀岡市上下水道事業経営審議会条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市上下水道事業経営審議会条例（平成 

１１年亀岡市条例第４号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第１条中「地方公営企業法全部適用事業」を

「上下水道事業（水道事業及び下水道事業（亀

岡市地域下水道条例（平成１３年亀岡市条例第

１８号）第２条に規定する地域下水道に係る事

業を含む。）をいう。以下同じ。）」に改める。 

 第２条中「上下水道事業管理者（以下「管理

者」という。）」を「市長（水道事業及び下水

道事業の管理者の権限を行う市長を含む。以下

同じ。）」に、「上水道事業及び公共下水道事

業」を「上下水道事業」に改める。 

 第３条第１項中「２２人」を「１５人」に改

め、同条第２項中「管理者」を「市長」に改め

る。 

 第４条第１項及び第８条中「管理者」を「市

長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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規 則 
 

 出納員及びその他の会計職員設置規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

 

   平成２９年６月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１８号 

 

出納員及びその他の会計職員設置規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

 

 出納員及びその他の会計職員設置規則の一部を改正する規則（平成２９年亀岡市規則第１１号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第２条を次のように改める。 

第２条 出納員及びその他の会計職員設置規則の一部を次のように改正する。 

 別表中１５の項を削り、１６の項を１５の項とし、１７の項から４２の項までを１項ずつ繰り

上げる。 

 第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

第２条 出納員及びその他の会計職員設置規則の一部を次のように改正する。 

 別表中４１の項を４２の項とし、１の項から４０の項までを１項ずつ繰り上げ、２の項の前に

次の１項を加える。 

１ 婚活支援事業の参加料の
収納 

ふるさと創生課
長 

ふるさと創生課
担当職員 

 

 

 附則中「第２条の規定は」の次に「同年６月２５日から、第３条の規定は」を加える。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１５５号 

 

 平成２９年度亀岡市国民健康保険料の基礎賦

課額、後期高齢者支援金等賦課額及び介護納付

金賦課額の保険料率を次のとおり決定したので、

亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市条

例第７号）第１６条第３項、第１６条の６の５

第３項及び第１６条の１０第３項の規定により

告示する。 

 

   平成２９年６月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 基礎賦課額の保険料率 

 所 得 割      100分の8.60 

 被保険者均等割       26,500円 

 世 帯 別 平 等 割       23,500円 

 世帯別平等割半額       11,750円 

 世帯別平等割４分の３額    17,630円 

 

２ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率 

 所 得 割      100分の2.70 

 被保険者均等割        8,500円 

 世 帯 別 平 等 割        7,500円 

 世帯別平等割半額        3,750円 

 世帯別平等割４分の３額     5,630円 

 

３ 介護納付金賦課額の保険料率 

 所 得 割       100分の3.00 

 被保険者均等割        10,000円 

 世帯別平等割         6,000円 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１５６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２９年６月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「東本梅町あせび区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 西躰  進 

２ 変更年月日 

   平成２９年５月１３日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１５７号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において平成２９年６月６日から平成２９

年６月２０日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２９年６月６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１（１）路線番号   ０２０２０ 

 （２）路 線 名   南掛栢原線 

 （３）道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市東別院町鎌倉木坂７番３先から 

亀岡市東別院町鎌倉木坂１２番３先まで
前 

3.40ｍ
220.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 4.20ｍ 

最大 16.60ｍ 

変更後路線延長 

   2,854.34ｍ

5.50ｍ

亀岡市東別院町鎌倉木坂７番３先から 

亀岡市東別院町鎌倉木坂１２番３先まで
後 

6.60ｍ
220.00ｍ 

16.60ｍ

 

２（１）路線番号   ０２０２６ 

 （２）路 線 名   湯谷区道線 

 （３）道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市東別院町湯谷岳山５５番１先から

亀岡市東別院町湯谷大谷１番１先まで 
前 

3.00ｍ
100.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 3.00ｍ 

最大 27.11ｍ 

変更後路線延長 

    974.77ｍ

5.10ｍ

亀岡市東別院町湯谷岳山５５番１先から

亀岡市東別院町湯谷大谷１番１先まで 
後 

9.70ｍ
100.00ｍ 

27.11ｍ
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３（１）路線番号   ０６０７９ 

 （２）路 線 名   湯ノ花温泉線 

 （３）道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市薭田野町佐伯大門１２番１先から

亀岡市薭田野町佐伯大門２番２先まで 
前 

6.90ｍ
182.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 6.89ｍ 

最大 34.00ｍ 

変更後路線延長 

   2,626.21ｍ

8.00ｍ

亀岡市薭田野町佐伯大門１２番１先から

亀岡市薭田野町佐伯大門２番２先まで 
後 

9.10ｍ
182.00ｍ 

14.80ｍ

 

４（１）路線番号   １５０５８ 

 （２）路 線 名   小口線 

 （３）道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更
前後別

変更区間最小幅員 変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員

亀岡市千歳町千歳上ン所４８番１先から

亀岡市千歳町千歳上ン所３９番１先まで
前 

3.40ｍ
40.00ｍ 

変更後路線幅員 

最小 3.30ｍ 

最大 6.04ｍ 

変更後路線延長 

    348.74ｍ

4.66ｍ

亀岡市千歳町千歳上ン所４８番１先から

亀岡市千歳町千歳上ン所３９番１先まで
後 

5.00ｍ
40.00ｍ 

5.50ｍ

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１５８号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の路線を平成２９年６

月６日から供用開始する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市土木建築部土木管理課において、平成２９年６月６日から平成 

２９年６月２０日まで一般の縦覧に供する。 

 

   平成２９年６月６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 
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供用開始告示をする路線 

路 線 
番 号 

路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 
供用開始 
延 長 

幅 員 

02020 南 掛 栢 原 線 

 

 
亀岡市東別院町南掛谷田口５番の４先  

 
2,854.34m 

4.20m

亀岡市東別院町鎌倉垂永１４番の３先 ～ 16.60m

02026 湯 谷 区 道 線 

 

 
亀岡市東別院町湯谷西条２３番先  

 
974.77m 

3.00m

亀岡市東別院町湯谷岳山７３番先 ～ 27.11m

06079 湯 ノ 花 温 泉 線 

 

 
亀岡市薭田野町佐伯浦亦２４番の１先  

 
2,626.21m 

6.89m

亀岡市薭田野町芦ノ山流田５番の５先 ～ 34.00m

15058 小 口 線 

 

 
亀岡市千歳町千歳溝川４５番の３先  

 
348.74m 

3.30m

亀岡市千歳町千歳中谷山９番の５先 ～ 6.04m

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１５９号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定により、

放置自転車の撤去、保管について次のとおり告示する。 

 

   平成２９年６月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由      亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９条に違反して、自転車放

置禁止区域に放置されていたため。 

 

２ 撤去した区域      ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

 

３ 撤去した日時      平成２９年６月７日（水）午後１時～午後３時 

 

４ 撤去し、保管した台数  １台 

 

５ 保管場所        ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 
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６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転

車は、関係法令等の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 土木建築部 土木管理課 

      電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６０号 

 

 亀岡市ものづくり産業雇用支援助成金交付要

綱（平成２５年亀岡市告示第５７号）の一部を

次のように改正する。 

 

   平成２９年６月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第５条第１項中「３００，０００円」を 

「２００，０００円」に改め、同条第３項中

「８０，０００円」を「１００，０００円」に

改める。 

 別記第１号様式の別紙中「３００，０００円」 

を「２００，０００円」に、「８０，０００円」 

を「１００，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年１０月１日から実

施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱は、平成２９年４月１日以後に雇

用された対象労働者に係る助成金について適

用し、平成２９年３月３１日までに雇用され

た対象労働者に係る助成金については、なお

従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６１号 

 

 行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律の規定による通知

カード及び個人番号カード並びに情報提供ネッ

トワークシステムによる特定個人情報の提供等

に関する省令（平成２６年総務省令第８５号）

第４９条第１項の規定により、平成２９年６月

１２日から特定個人情報の提供の求め等に係る

電子計算機の設置等関連事務を地方公共団体情

報システム機構に委任することとした。 

 なお、本市に設置されている執行機関から同

機構への同事務の委任も含む。 

 

   平成２９年６月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市総務部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年６月１９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

   督促状 平成２９年度 全期分 軽自動車税 

２ 送達を受けるべき者 

 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 

10 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２９年６月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「篠町西山区自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 小谷  充 

２ 変更年月日 

   平成２９年４月２８日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６４号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   平成２９年６月２２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

2 更正通知 平成27年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 更正通知 平成28年度 国民健康保険料 省略 省略 

4 督促状 
平成27年度 
過年度1期分 

国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
平成28年度 
随時第1期分 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
平成28年度 
第9期分 

国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成28年度 
第10期分 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から、告示事項の変更の届出があったの

で、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   平成２９年６月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「西別院町万願寺区」 

１ 変更があった事項及び内容 

   代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中島 和也 

２ 変更年月日 

   平成２９年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６６号 

 

 亀岡市地域公共交通会議設置要綱（平成１９

年亀岡市告示第４３号）は、廃止する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１６７号 

 

 亀岡市放置自転車の防止に関する条例（平成

５年亀岡市条例第１４号）第１１条の規定によ

り、放置自転車の撤去、保管について次のとお

り告示する。 

 

   平成２９年６月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 撤去した理由 

亀岡市放置自転車の防止に関する条例第９

条に違反して、自転車放置禁止区域に放置さ

れていたため。 

２ 撤去した区域 

ＪＲ亀岡駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ馬堀駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ並河駅前自転車放置禁止区域 

ＪＲ千代川駅前自転車放置禁止区域 

３ 撤去した日時 

平成２９年６月２７日（火） 

午後１時～午後３時 

４ 撤去し、保管した台数  ７台 

５ 保管場所  ＪＲ馬堀駅前自転車等駐車場 

６ 保管期間  告示の日から３箇月間 

７ 返還期間 

月曜日～土曜日 午前１０時～午後７時 

８ 返還を受けるための手続き 

① 撤去された自転車は、保管場所で引き取

ることができる。 

② 返還の申請には、自転車の鍵、印鑑、住

所・氏名を明らかにできるものが必要であ

る。 

③ 撤去・保管に要した費用として１台  

２，０００円を負担する。 

９ 引取りのない場合の措置 

保管期間を経過しても引き取りのない自転
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車は、関係法令等の規定により処分する。 

 

※ 連絡先 土木建築部 土木管理課 

      電話 0771（25）5043 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６８号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

により、下記の国民健康保険被保険者証は無効

としたので告示する。 

 

   平成２９年６月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀１９０４－７２０１９ 

１ 当該者生年月日 

昭和６２年３月２６日 

２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

平成２８年４月１日 

４ 無効になる日 

平成２９年６月２８日 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１６９号 

 

 亀岡市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

（昭和４８年亀岡市告示第３０号）の一部を次

のように改正する。 

 

   平成２９年６月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第１条中「私立幼稚園の設置者」を「私立幼

稚園に通う児童の保護者（以下「保護者」とい

う。）の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興

及び充実を図るため、私立幼稚園の設置者（以

下「設置者」という。）」に改める。 

 第２条第１項中「私立幼稚園の設置者が、」

を「市長は、設置者が」に改め、「おいて」 

の次に「保護者に対し、」を加え、同項の  

表１中「年額２９０，０００円」を「年額  

３０８，０００円」に、「年額１１５，２００

円」を「年額１３９，２００円」に、「年額 

２１１，０００円」を「年額２２３，０００

円」に改め、「住宅借入金等」の前に「地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の

７の規定による寄附金控除、同法第３１４条の

８の規定による外国税額控除、同法附則第５条

第３項の規定による配当控除及び同法附則第５

条の４第６項の規定による」を加え、同項の表

２中「年額２９０，０００円」を「年額   

３０８，０００円」に、「年額２１１，０００

円」を「年額２２３，０００円」に改め、「住

宅借入金等」の前に「地方税法第３１４条の７

の規定による寄附金控除、同法第３１４条の８

の規定による外国税額控除、同法附則第５条第

３項の規定による配当控除及び同法附則第５条

の４第６項の規定による」を加え、同項の  

表３中「年額２１７，０００円」を「年額  

２７２，０００円」に改め、「住宅借入金等」
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の前に「地方税法第３１４条の７の規定による

寄附金控除、同法第３１４条の８の規定による

外国税額控除、同法附則第５条第３項の規定に

よる配当控除及び同法附則第５条の４第６項の

規定による」を加え、同条第３項中「情緒障害

児短期治療施設」を「児童心理治療施設」に改

め、同条第４項中「以下「補助対象保護者」と

いう」を「以下この項において「補助対象保護

者」という」に改める。 

 第３条中「私立幼稚園の設置者は、」を「保

護者は、設置者に対して減免の申出を行い、設

置者は、当該申出を取りまとめた上」に改める。 

 第４条第１項中「私立幼稚園の」を削り、同

条第２項中「私立幼稚園の設置者は」を「設置

者は、当該決定を保護者に通知し」に改める。 

 第５条第１項中「私立幼稚園の」を削り、同

条第２項中「補助金の交付を受ける私立幼稚園

の設置者は、」を「設置者は、補助を受けた保

護者から」に改め、「別記第５号様式）を」の

次に「受領し、」を加える。 

 別記第３号様式中「住宅借入金等特別税額控

除」を「税額控除」に、「情緒障害児短期治療

施設」を「児童心理治療施設」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、平成２９

年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第３７号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   平成２９年６月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

亀岡市東つつじケ丘都台２丁目２３の 

７７、２３の８１の一部 

（関連区域） 

亀岡市東つつじケ丘都台１丁目２３の 

７６の一部、２丁目２３の７８の一部、

２３の７９の一部、２３の８２の一部、

３０の一部、３丁目２３の９３の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

亀岡市大井町南金岐尾垣内９ 

株式会社三煌産業 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３８号 

 

 南丹都市計画生産緑地地区を変更するため、

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第 

２１条第２項において準用する同法第１７条第

１項の規定により当該都市計画の案を次のとお

り縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案について、住民及び

利害関係人は、縦覧期間満了の日までに市長に
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意見書を提出することができる。 

 

   平成２９年６月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市計画の種類 

生産緑地地区 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

大井町並河３丁目の一部 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

４ 縦覧期間 

平成２９年６月１２日から 

平成２９年６月２６日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３９号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   平成２９年６月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 平成２９年６月１３日以後、常時備え

置くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第４０号 

 

亀岡市職員採用試験公告 

 

 亀岡市職員採用試験を次のとおり実施する。 

 

   平成２９年６月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 募集職種及び採用予定人数 

試験区分 

行政 

（かめおか・未来・チャレンジ方式）

土木Ⅰ（上級） 

採用予定人数 若干名 

 

２ 受験資格 

 ⑴ 次に該当する人が受験できる。 

   行政（土木Ⅰ）（上級） 

昭和５７年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法による大学（短期大学を含む。）に

おいて土木工学に関する課程を修めた人、又は平成３０年３月３１日までに修める見込みの

人 

 ⑵ 次に掲げる条件のいずれかに該当する人は受験することができない。 

ア 成年被後見人又は被保佐人 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での人 

ウ 公務員として懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない人 

エ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党、その他の団体を結成し、又はこれに加入した人 

 

３ １次試験 

 ⑴ 方 法 

 集団討論試験、論文試験 

 ⑵ 日時・場所 

 平成２９年７月２３日（日）午前８時５０分から『亀岡市役所』において行う。 

 ⑶ １次試験合格発表 

 平成２９年７月下旬に通知する。 
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４ ２次試験 

 ⑴ 方 法 

   面接試験（人物能力や意欲等についての個別面接による試験） 

 ⑵ 日時・場所 

 平成２９年８月上旬、亀岡市内において行う。 

 詳しい日時、場所、提出書類等については、１次試験合格者に通知する。 

 

５ 最終合格発表 

 平成２９年８月下旬（予定）に通知する。 

 

６ 採 用 

 この試験の合格者は、職種ごとに作成する職員採用候補者名簿に登載し、平成３０年４月１日

以降必要に応じ採用される。 

 なお、この名簿の有効期間は、平成３１年４月１日までとする。 

 

７ 給 与 

（平成２９年４月 1日現在。ただし、地域手当を含む。） 

区 分 土 木 

大学卒 １８８，８９２円 

短大卒 １６８，３２８円 

 上記のほか、市職員の給与に関する条例等の規定に従い、通勤手当、期末・勤勉手当（いわゆ

るボーナス）等の諸手当が要件に応じて支給される。また、最終学校卒業後に職歴等がある場合

などは、基準により初任給に加算されることがある。 

 

８ 受験手続及び受付期間 

 ⑴ 申 込（郵送のみ） 

ア 申込みは、申込書、自己紹介書及び職務経歴書（職務経験がある人のみ）に必要事項を記

入し、最近６箇月以内に撮影した本人の写真（上半身脱帽、正面向タテ４㎝、ヨコ３㎝）を

貼り、郵送で亀岡市市長公室人事課に提出することとする。 

イ 申込みを行う際は、必ず簡易書留で封筒の表に『採用試験受験』と朱書し、申込書等（申

込書、自己紹介書、職務経歴書）と返信用封筒（８２円切手を貼って、宛先を明記したも

の）を同封のうえ送付すること。 

ウ 身体に障害があり、受験に際して配慮が必要な場合は、あらかじめ連絡すること。 

 ⑵ 受付期間 

 申込みは、締切日を平成２９年６月３０日（金）とし、締切日の消印のあるものは有効とす

る。 
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９ 採用試験についての問い合わせ 

 受験手続、その他の不明な点は亀岡市市長公室人事課に問い合わせることとする。 

 〒６２１－８５０１ 京都府亀岡市安町野々神８番地 

 電話（０７７１）２２－３１３１（市役所代表）…（内線２９３４） 

 電話（０７７１）２５－５０１６（人事課直通） 

ＵＲＬ：http://www.city.kameoka.kyoto.jp 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４１号 

 

路上の放置物件の撤去 

 

 次の物件は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４３条に違反し、不法占用物件として市民

生活及び道路管理上支障となっている。 

 物件の占有者等は、平成２９年７月３日までに物件を撤去し、道路を原状に回復するよう、道路

法第７１条第１項の規定により命ずる。 

 もし、期日までに撤去されない場合は、同法第７１条第３項の規定により、市で撤去の上処分す

る。 

 

   平成２９年６月１９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 市道名  市道保津川団地１・３号線 

 

２ 場 所  亀岡市北河原町１丁目 地内 

 

３ 物件名  ホンダ フィット 青 （京都５００ は ・３５１） 

       スズキ アルトエポ 青 （京都５０ の ４５１１） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第４２号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   平成２９年６月２１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  上施工第1号 

⑵ 工 事 名  千代川浄水場受電設備等更新工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市千代川町地内 

⑷ 工 事 種 別  電気工事 

⑸ 工 事 概 要  ○受電設備更新    1式 

 柱上気中負荷開閉器更新            1台 

 高圧受電設備更新（引込盤他）        14面 

○既設盤更新     1式 

 無停電電源装置更新              1台 

 送水ポンプ操作盤更新（屋外用）        1面 

 既設送水ポンプ盤内機器更新          6面 

 既設遠方監視装置機能増設           1式 

 既設中継リレー盤改造             1式 

⑹ 予定価格（税込）  179,366,400円 

          【入札書比較価格（税抜） 166,080,000円】 

⑺ 工    期  契約日の翌日から平成30年1月31日 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 中 間前金払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前金払

をしている工事については、工期の2分の1が経過していること・工程表に

より工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事

に係る作業が行われていること・当該工事に係る既済作業に要する経費が

請負代金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定さ

れた場合に限り、中間前金払（請負金額の20％以内 保証事業会社の保証

が必要）が請求できる。 

⑾ 最低制限価格  採用 

⑿ 入札保証金   免除 

⒀ 契約保証金    落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同
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時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁ 支給材料及び貸与品  有 

⒂ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 平成29年度において、亀岡市競争入札参加資格者名簿（工事）に登録されており、京都府内

に本店、支店又は営業所があり、亀岡市内業者にあっては、特定建設業の許可を受け、電気種

目の希望順位が1位である者、亀岡市外業者にあっては、特定建設業の許可を受け、電気種目

の総合評定値が1,000点以上の者とする。また、入札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が4,000万円（建築一式は6,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書（別紙様式2）に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

平成29年6月21日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成29年6月21日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

平成29年6月29日（木） 

午前9時から午後5時まで 

平成29年6月30日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 平成29年7月3日（月） 

午後5時までに電子入札システムに

より通知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成29年6月28日（水） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

平成29年7月4日（火） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成29年7月6日（木） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 平成29年7月10日（月） 

午前9時から午後5時まで 

平成29年7月11日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項6のとおり 

開札日時 平成29年7月12日（水） 

午前10時00分 

電子入札システムによる

（注）都合により開札日時を変更する場合は、入札3日前までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制
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限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 企画管理部 契約検査課 （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４３号 

 

 一般競争入札（条件付き）にかかる特定建設工事共同企業体の公募について、次のとおり公告す

る。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   平成２９年６月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  【合冊入札】 

          28人権第1号 

          29人権第1号 

⑵ 工 事 名  亀岡市立保津文化センター大規模改修工事 

          亀岡市保津児童館大規模改修工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市保津町弐番地内 

⑷ 工 事 種 別  建築一式工事 
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⑸ 工 事 概 要  【亀岡市立保津文化センター大規模改修工事】 

・保津文化センター耐震補強及び大規模改修工事 

 ①施設概要 

  用   途：文化センター 

  構造・規模：ＲＣ造 2階建て 

  延 べ 面 積：702.42㎡ 

 ②工事概要 

  1） 耐震補強工事                一式 

    ＲＣ造耐震壁増設・開口閉鎖・荷重軽減 各1箇所 

  2） 内外装大規模改修工事            一式 

    内装仕上げ改修、外壁塗装替、他 

  3） 昇降機設置工事（増築設備）         一式 

    ロープ式（機械室なし） 11人乗り 

  4） 玄関ポーチ・外構工事 

    歩行者用スロープ設置、玄関ポーチ部床改修 他 

【亀岡市保津児童館大規模改修工事】 

・保津児童館耐震補強及び大規模改修工事 

 ①施設概要 

  用   途：児童館 

  構造・規模：ＲＣ造 平屋建て 

  延 べ 面 積：325.50㎡ 

 ②工事概要 

  1） 耐震補強工事                一式 

    荷重軽減 1箇所 

  2） 内外装大規模改修工事            一式 

    内装仕上げ改修、外壁塗装替、他 

    便所改修工事（全面改修 1箇所） 

⑹ 工    期  28人権第1号 契約日の翌日から平成30年1月15日まで 

          29人権第1号 契約日の翌日から平成30年1月15日まで 

⑺ 部 分 払  無 

⑻ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑼ 中 間前金払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前金払

をしている工事については、工期の2分の1が経過していること・工程表に

より工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事

に係る作業が行われていること・当該工事に係る既済作業に要する経費が

請負代金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定さ

れた場合に限り、中間前金払（請負金額の20％以内 保証事業会社の保証

が必要）が請求できる。 
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⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入 札保証金  免除 

⑿ 契 約保証金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

 特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）であって、次に掲げる要件等を満た

すものであること。 

⑴ 特定建設工事共同企業体の要件 

ア 平成29年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定された2者による共同企業体とする。ただし、1者が複数の共同企業体の代表者又は構成

員となることはできない。 

イ 共同企業体は、自主結成とする。 

ウ 構成員の出資比率は、全ての構成員が、30パーセント以上の出資比率であるものとする。 

エ 共同企業体入札参加申請書（以下「入札参加申請書」という。）等の提出期限日から開札

日までの期間において、亀岡市の指名停止を受けていないこと。 

⑵ 共同企業体の代表者の要件 

ア 平成29年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定され、亀岡市内に本社（本店）を置く者であること。 

イ 主任技術者として、「建築一式工事」に係る主任技術者資格（国家資格者に限る。）を有

する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、工事現場に専任で配置できるもの

であること。また、下請総額が6,000万円以上となる場合に、監理技術者として、「建築一

式工事」に係る監理技術者資格を有する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、

工事現場に専任で配置できるものであること。 

ウ 出資比率が、構成員中最大の者であること。 

⑶ 共同企業体の代表者以外の構成員の要件 

ア 平成29年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に

認定され、亀岡市内に本社（本店）を置く者であること。 

イ 主任技術者として、「建築一式工事」に係る主任技術者資格（国家資格者に限る。）を有

する自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある技術者を、工事現場に専任で配置できるもの

であること。 
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⑷ 特定建設工事共同企業体の協定方式 

 協定書は、「特定建設工事共同企業体協定書（甲型）」による。共同企業体の名称は、「○

○・△△特定建設工事共同企業体」とする。 

⑸ その他 

 一般競争入札（事後公表）公告共通事項（以下「共通事項」という。）のとおりとする。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 共同企業体入札参加申請書（別紙） 

⑵ 特定建設工事共同企業体協定書（甲型）（別紙） 

⑶ 技術者配置予定書（別紙） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 技術者配置予定書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載が

なく、下請総額が4,000万円（建築一式は6,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約工

期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、営

業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑷ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 技術者配置予定書（別紙）に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

※ 提出書類は、電子入札システムにより提出するものとするが、３の⑴、⑵については、押印

がある書類のＰＤＦ化したものを提出すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請

書等の配布期間 

平成29年6月30日（金） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 平成29年6月30日（金）午後3時から 

なお、設計図書（図面）は、 

平成29年6月30日（金）午後3時から 

平成29年7月21日（金）午後5時15分まで 

（閉庁日・閉庁時間は除く。） 

共通事項2のとおり 

 

※設計図書（図面） 

亀岡市役所3階契約検

査課において、平成29
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  年度亀岡市建設工事入

札参加資格審査におい

て、「建築一式工事」

の「Ａ等級」に認定さ

れたものに配布 

入札参加資格確認申請

書等の受付 

平成29年7月10日（月） 

午前9時から午後5時まで 

平成29年7月11日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送

付 

平成29年7月13日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通

知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

平成29年7月7日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

平成29年7月14日（金）午後3時まで 

共通事項5-1のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

平成29年7月19日（水） 

午後5時まで 

共通事項5-1のとおり 

入札期間 平成29年7月24日（月） 

午前9時から午後5時まで 

平成29年7月25日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項6のとおり 

予定価格の公表 予定価格の公表： 

平成29年7月25日（火）午後4時以降 

入札情報公開システム

による 

予定価格に関する質問

の受付 

予定価格の公表をしたときから 

平成29年7月27日（木）正午まで 

共通事項5-2のとおり 

予定価格に関する質問

への回答 

平成29年7月28日（金）まで 共通事項5-2のとおり 

 【予定価格に関する

質問がないとき】 

【予定価格に関する

質問があるとき】 

 

開札日時 平成29年7月28日 

（月）午前10時 

平成29年7月31日 

（月）午前10時 

電子入札システムによ

る 

再度入札を行う場合の

入札期間 

平成29年7月31日 

（月）午前9時から 

午後3時まで 

平成29年8月1日 

（火）午前9時から 

午後3時まで 

共通事項6のとおり 

再度入札の開札日時 平成29年7月31日 

（月）午後3時以降 

平成29年8月1日 

（火）午後3時以降 

電子入札システムによ

る 
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※ 設計図書（図面）については、平成29年6月30日（金）午後3時から平成29年7月21日（金）

午後5時15分までの間（閉庁日・閉庁時間は除く。）、亀岡市役所3階契約検査課にて、平成29

年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に認定された

者に配布する。受領の際、直接受領する者の印（認印でも可）を持参すること。 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、共同企業体入札参加申請書と技術者配置予定書により、基

本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、技術者配置予定書と確認資料に

よる詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 入札金額が、予定価格の合計金額以下で最低制限価格の合計金額以上となっている、最低価格

の入札者を落札者とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 企画管理部 契約検査課 （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             國 代 一 祥 

亀岡市休日急病診療所薬剤師に委嘱します 

   平成２９年６月１日 

 

             茨 木 國 夫 

（各 通）
        山 内   勇 

             鈴 木 裕 子 

             海老原   睦 

亀岡市循環型社会推進審議会委員に委嘱します 

任期は平成２９年９月３０日までとします 

             櫻 井 邦 男 

（各 通）
        野 田 幸 秀 

             長 沢 美 香 

             石 山 秀 和 

亀岡市循環型社会推進審議会委員の委嘱を解き

ます 

   平成２９年６月６日 

 

             俵   知 可 

亀岡市休日急病診療所薬剤師に委嘱します 

   平成２９年６月１２日 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

 

   平成２９年６月１日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 田中太郎 

 

 亀岡市教育委員会規則第５号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則（平成２１年亀岡市教育委員会規則

第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中 

「 

亀岡川東学園放課後児童会 亀岡市馬路町野堀1番地7 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町弐番11番地1 

つつじケ丘小学校放課後児童会 亀岡市西つつじケ丘霧島台1丁目1番地 

城西小学校放課後児童会 亀岡市余部町前川原46番地 

詳徳小学校放課後児童会 亀岡市篠町柏原田中3番地1 

南つつじケ丘小学校放課後児童会 亀岡市南つつじケ丘大葉台2丁目28番1号 

                                          」 

を 

「 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町構ノ内53番地 

つつじケ丘小学校放課後児童会 亀岡市西つつじケ丘霧島台1丁目1番地 

城西小学校放課後児童会 亀岡市余部町前川原46番地 

詳徳小学校放課後児童会 亀岡市篠町柏原田中3番地1 

南つつじケ丘小学校放課後児童会 亀岡市南つつじケ丘大葉台2丁目28番1号 

亀岡川東学園放課後児童会 亀岡市馬路町溝ノ上14番地の4 

                                          」 
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に改める。 

 附則第２項の表中 

「 

川東小学校放課後児童会 亀岡市馬路町野堀1番地7 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町弐番11番地1 

                                          」 

を 

「 

大井小学校第１放課後児童会 亀岡市大井町並河1丁目3番1号 

大井小学校第２放課後児童会 亀岡市大井町土田2丁目11番20号 

保津小学校放課後児童会 亀岡市保津町構ノ内53番地 

詳徳小学校放課後児童会 亀岡市篠町柏原田中3番地1 

亀岡川東学園放課後児童会 亀岡市馬路町溝ノ上14番地の4 

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。ただし、附則第２項の表中大井小学校第１放課後児童会、

大井小学校第２放課後児童会及び詳徳小学校放課後児童会の改正規定は、平成２９年７月１日から

施行する。 

 

「掲示済」 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１１号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   平成２９年６月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，５０４人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１２号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   平成２９年６月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

２５，０６０人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１３号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   平成２９年６月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，５３０人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１４号 

 

 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１

日までの期間において、公職選挙法（昭和２５

年法律第１００号）第２８条の２第１項及び第

２８条の３第１項の申出に係る選挙人名簿抄本

閲覧の状況について、同法第２８条の４第７項

及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令

第１３号）第３条の４の規定に基づき、次のと

おり公表する。 

 

   平成２９年６月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 
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１ 

閲 覧 年 月 日 平成２８年６月８日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 並河 愛子 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 余部町、宇津根町、河原町、安町 

２ 

閲 覧 年 月 日 平成２８年６月１０日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 並河 愛子 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 北河原町１丁目、北河原町２丁目 

３ 

閲 覧 年 月 日 
平成２８年６月１３日 
平成２８年６月１４日 
平成２８年６月１７日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 並河 愛子 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 
北河原町１丁目、北河原町２丁目、安町、余部町、河原町、
宇津根町 

４ 

閲 覧 年 月 日 平成２８年８月２３日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 
株式会社日本リサーチセンター 
代表取締役社長 鈴木 稲博 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

東京都中央区日本橋本町２－７－１ 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治・選挙に関する学術研究 

委 託 者 学校法人龍谷大学 社会学部長 村井 龍治 

閲覧に係る選挙人の範囲 

１８～７４歳 昭和１６年１０月２日から平成１０年１０月
１日までに生まれた女性有権者８０人 
対象地区：篠町見晴１～６丁目、新町、本町、柳町、塩屋町、
紺屋町、呉服町、京町、荒塚町１～３丁目、西町、北町、突
抜町、東竪町、西竪町 
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５ 

閲 覧 年 月 日 
平成２８年９月５日 
平成２８年９月６日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 本梅町、宮前町、東本梅町、薭田野町、吉川町 

６ 

閲 覧 年 月 日 
平成２８年９月６日 
平成２８年９月７日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 曽我部町 

７ 

閲 覧 年 月 日 
平成２８年９月２３日 
平成２８年９月２８日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 曽我部町 

８ 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１０月１２日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 曽我部町 
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９ 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１０月１４日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 曽我部町 

10 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１０月１９日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 田中  豊 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 曽我部町 

11 

閲 覧 年 月 日 

平成２８年１０月１２日 
平成２８年１０月１３日 
平成２８年１０月１４日 
平成２８年１０月１７日 
平成２８年１０月１８日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 並河 愛子 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 大井町全域 

12 

閲 覧 年 月 日 

平成２８年１０月１９日 
平成２８年１０月２０日 
平成２８年１０月２１日 
平成２８年１０月２４日 
平成２８年１０月２６日 
平成２８年１０月２７日 
平成２８年１０月２８日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 並河 愛子 

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 大井町全域 
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13 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１１月４日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 馬場   

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 西つつじケ丘 

14 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１１月２５日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 馬場   

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 西つつじケ丘 

15 

閲 覧 年 月 日 平成２８年１２月８日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 馬場   

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 西つつじケ丘 

16 

閲 覧 年 月 日 平成２９年１月２５日 

閲 覧 申 出 者 の 氏 名 馬場   

主たる事務所の所在地 
（申出者が法人の場合） 

―――― 

閲 覧 目 的 の 概 要 政治活動 

委 託 者 ―――― 

閲覧に係る選挙人の範囲 西つつじケ丘五月台２丁目、美山台１丁目、美山台２丁目 

 

「掲示済」 
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 亀岡市選挙管理委員会告示第１５号 

 

 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１

日までの期間において、公職選挙法（昭和２５

年法律第１００号）第３０条の１２の規定によ

り準用する同法第２８条の２第１項及び第２８

条の３第１項の申出に係る在外選挙人名簿抄本

閲覧の状況について、公職選挙法第３０条の 

１２において準用する同法第２８条の４第７項

及び在外選挙執行規則（平成１１年自治省令第

２号）第２条の２の規定により準用する公職選

挙法第２８条の４第７項及び公職選挙法施行規

則（昭和２５年総理府令第１３号）第３条の４

の規定に基づき、次のとおり公表する。 

 

   平成２９年６月１日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

 在外選挙人名簿抄本の閲覧は、なかった。 

 

「掲示済」 
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